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令和７年度介護保険特別会計予算（案）について 

 

１ 基本方針 

令和７年度は、第９期介護保険事業計画における２年目となり、この年、団塊の世代

すべてが７５歳以上を迎えることになる。今後、団塊ジュニア世代が６５歳以上になる

令和２２年も見据え、制度の持続可能性を確保しながら、高齢者ができる限り住み慣れ

た地域で自立した生活を続けることができるよう、地域住民や地域の多様な主体が参画

し、人や支援が世代や分野を超えてつながる地域共生社会の実現に向けた取組を実施す

る必要がある。 

令和７年度の和光市介護保険特別会計は、介護給付を確保しつつ、介護予防・日常支

援総合事業や包括的支援事業・任意事業の適切な運営を図り、今後増加が見込まれる認

知症に対する施策や高齢者の地域のつながり・支援等も見据えた予算編成としている。 

 

 ⑴ 令和７年度当初予算における新規事業及び主な変更点 

  ア チームオレンジ運営補助金の整備 

    認知症の本人やその家族が地域で安心して暮らし続けられる活動を支援し、地域

共生社会の実現に寄与することを目的に補助する。 

  イ ＧＢＥＲの運用の継続 

    ＩＣＴを活用した高齢者の社会参加を促進するため、ＧＢＥＲを活用し地域活動

と参加したい高齢者をマッチングさせ、就労的活動の支援を継続して行う。 

 

 ⑵ 歳出 

保険給付費は、令和６年度の要介護者、要支援者それぞれの認定の伸びを考慮し、

各種介護サービス給付費については４％、各種介護予防サービス給付費については２

０％増で供給量を推計した。また、各特例給付については、近年の実情を考慮し、枠

のみ残し、予算は減額した。 

市町村特別給付費については、全て第１号被保険者保険料とし、また、地域支援事

業費では、各地域包括支援センターの人件費等見直しに伴った委託センター事業費を

計上した。なお、市町村特別給付費は事業の統合を、地域支援事業費は、国の事業名

の変更等にあわせつつ幾つかの事業の統廃合を行っている。 
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⑶ 歳入 

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金等で構成されている。 

歳入の約２４.４％を占める介護保険料については、第９期基準月額５，８８０円

を基礎とし、第９期計画の推計値による被保険者の増加の人数（１５，５５５人、対

前年度実績比 １５３人増）による保険料収入の増加を見込んだ予算計上をしている。 

また、歳入の約５８．７％を占める国・県・支払基金からの支出金等については、

歳出に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの

負担割合を乗じて計上している。 

このほか、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、一般会計からは

歳入の約１４．４％に当たる繰入金を、また介護給付費準備基金からは約２．５％に

当たる繰入金を、それぞれ計上し、予算を調製した。 

 

２ 予算規模 

 歳入歳出総額   ４９億７,７２５万１千円  

  （対前年度比   １億８,７９０万円、約３．９％の増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3



介護保険の財政の状況

38.5%

19.25%

19.25%

23%

地域支援事業（包括的・任意事業）財政の構造

5%

15%

17.5%

12.5%

27%

23%

介護保険サービス（施設）財政の構造

国費（財政調整交付金）

国費（地域支援事業交付金）

県費（介護給付費負担金）

市負担（介護給付費負担金）

第二号被保険者

（社会保険診療報酬支払基金）

第一号被保険者

県費（地域支援事業交付金）

市負担（地域支援事業繰入金）

第一号被保険者

5%

20%

12.5%

12.5%

27%

23%

介護保険サービス（その他）財政の構造

国費（介護給付費負担金）

5%

20%

12.5%

12.5%

27%

23%

地域支援事業（総合事業）財政の構造

第一号被保険者

第二号被保険者

（社会保険診療報酬支払基金）

国費（総合事業財政調整交付

国費（地域支援事業交付金）

県費（地域支援事業交付金）

市負担（地域支援事業繰入金）

国費（総合事業財政調整交付金）

国費（地域支援事業交付金）

県費（地域支援事業交付金）

市負担（地域支援事業繰入金）

第二号被保険者

（社会保険診療報酬支払基金）

第一号被保険者
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100%

市町村特別給付財政の構造

第一号被保険者

100%

事務費財政の構造

市負担（事務費繰入金）

100%

保健福祉事業の構造

第一号被保険者
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予　算　額

年間平均 15,555人

（対前年度実績比　153人増加、1.0％の増加）

前期高齢者数（65～74歳） 6,639人

（対前年度実績比　304人減少、4.4％の減少）

後期高齢者数（75歳以上） 8,916人

（対前年度実績比　457人増加、5.4％の増加）

18.3%

（対前年度実績比　変化なし）

5,880円

（対前年度実績比　変化なし）

説　　明

1 第一号被保険者数

2 高齢化率

令和７年度　基礎情報

3 保険料基準額

科目
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単位：千円

前年度
当初予算額

1,212,518 1,202,378 現年度分特別徴収保険料 1,058,548
( 10,140 ) 現年度分普通徴収保険料 150,265

滞納繰越分普通徴収保険料 3,705

999,349 958,024 介護給付費負担金 809,123
( 41,325 ) 調整交付金 74,515

総合事業調整交付金 3,146
地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） 33,785

地域支援事業交付金（包括的事業・任意事業） 64,553

保険者機能強化推進交付金 4,757

介護保険保険者努力支援交付金 9,470

1,241,926 1,195,319 介護給付費交付金 1,191,615
( 46,607 ) 地域支援事業支援交付金 50,311

679,161 654,701 介護給付費負担金 625,228
( 24,460 ) 交付金 1

貸付金 1

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活総合事業） 21,115

地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 32,276

介護保険事業費補助金 540

2 2 介護給付費準備基金運用利子 1
( 0 ) 介護保険高額介護サービス費等貸付基金運用利子 1

843,584 778,658 介護給付費繰入金 551,673
( 64,926 ) 事務費繰入金 53,884

低所得者軽減負担金繰入金 43,992
社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業費繰入金 180
地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業） 23,292

地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業） 43,141

介護給付費準備基金繰入金 127,422

2 2 支払基金交付金繰越金 1
( 0 ) その他繰越金 1

709 267 第１号被保険者延滞金（現年度分） 1
( 442 ) 第１号被保険者延滞金（過年度分） 200

第１号被保険者加算金（現年度分） 1

第１号被保険者加算金（過年度分） 1

過料 1

歳計現金預金利子 1

滞納処分費 1

第三者行為納付金 500

不正不当利得返納金 1
雑入 2

4,977,251 4,789,351

( 187,900 )

8 諸収入

合計

5 財産収入

7 繰越金

（歳入）

Ｒ７年度
当初予算額

（前年度比）
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説　　明

1 介護保険料

3 支払基金交付金

繰入金

款

4 県支出金

2 国庫支出金
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単位：千円

Ｒ７年度
当初予算額

（前年度比）

前年度
当初予算額

1 総務費 53,884 63,570 一般管理業務 16,216

（ ▲ 9,686 ） 連合会負担金 30

賦課徴収業務 6,101

介護認定審査業務 6,453

認定調査業務 24,554

介護保険運営協議会運営 244

介護保険趣旨普及業務 286
2 保険給付費 4,413,391 4,256,870 居宅介護等サービス保険給付業務 1,958,195

（ 156,521 ） 特例居宅介護等サービス保険給付業務 1

地域密着型介護サービス保険給付業務 999,490

特例地域密着型介護サービス保険給付業務 1

施設介護サービス保険給付業務 915,581

特例施設介護サービス保険給付業務 1

居宅介護等福祉用具購入保険給付業務 5,648

居宅介護等住宅改修保険給付業務 8,838

居宅介護等サービス計画給付業務 186,611

特例居宅介護等サービス計画給付業務 1

介護予防サービス保険給付業務 84,419

特例介護予防サービス保険給付業務 1

地域密着型介護予防サービス保険給付業務 20,269

特例地域密着型介護予防サービス保険給付業務 1

介護予防福祉用具購入保険給付業務 2,515

介護予防住宅改修保険給付業務 8,086

介護予防サービス計画給付業務 9,054

特例介護予防サービス計画給付業務 1

審査支払業務 2,971

介護給付費請求書電算処理システム 1

高額介護等サービス費給付 165,277

高額介護等予防サービス費給付 955

特定入所者介護等サービス費給付 44,972

特例特定入所者介護等サービス費給付　 1

特定入所者介護予防等サービス費給付 500

特例特定入所者介護予防等サービス費給付 1
3 財政安定化基金拠出金 2 2 財政安定化基金拠出金 1

（ 0 ） 財政安定化基金返還金 1
4 市町村特別給付費 78,811 73,254 市町村特別給付事業 78,811

（ 5,557 ）
5 地域支援事業費 410,454 378,319 サービス・活動事業 89,452

（ 32,135 ） 一般介護予防事業 96,888

委託センター運営 163,859

認知症総合支援事業 1,235

地域ケア会議事業 707

生活支援体制整備事業 27,310

在宅医療・介護連携推進事業 3,050

任意事業 27,953
6 利用者負担額軽減制度事業費 720 816 社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業費 720

（ ▲ 96 ）
7 保健福祉事業費 16,774 13,505 健康度調査 7,381

（ 3,269 ） 健康増進・介護者リフレッシュ 4,378

地域介護予防 233

介護予防強化サービス事業 4,782
8 基金積立金 2 2 介護給付費準備基金積立 2

（ 0 ）
9 諸支出金 2,213 2,013 一般会計繰出金 1

（ 200 ） 過誤納還付金 2,200

償還金 1

過誤納還付加算金 10

延滞金 1
10 予備費 1,000 1,000 予備費 1,000

（ 0 ）

4,977,251 4,789,351

( 187,900 )

款 事業

合計

（歳出）
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令和７年度当初予算　基金の積立状況

（単位：千円）

積み立ての状況 取り崩しの状況

当初 当初

127,422 ▲ 127,420 71,208

令和６年度末
保有額（見込み）

差引小計
令和７年度当初
保有額（見込み）

198,628 2
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